


















と, 2015年には定員250.6万人 (利用者237.4万人) であったが定員はさらに拡大
し, 2016年に260.4万人 (利用者245.9万人), 2017年に定員270.3万人 (利用者
254.7万人), 2018年に定員280.1万人 (利用者261.4万人) となっている｡ このよ
うに, 日本の保育所全体では定員割れしているのだ｡ だが, いまだに待機児童は
ゼロにはなっていない｡ 各年の４月１日時点の待機児童数を見ると2015年に
23,167人, 2016年は23,553人, 2017年に26,081人, そして減ったものの2018年に
は19,895人となっている｡








童数よりずっと多い｡ 保育所に入れなかった者は全員, 保留児と呼ばれるが, そ
の中の一部の児童だけが待機児童となり, その他の児童は潜在待機児童と呼ばれ










労働省 2019)｡ つまり待機児童の３倍近い潜在待機児童がおり, 合わせれば9.6
万人強の子どもが保育所に入所申請しながら入れなかったのである｡










は, ある都市部郊外の自治体 (Ａ市とする) の協力のもと, 2017年４月にＡ市の
認可保育所に入所するために入所申請をし, かつ調査実施時期に継続して市内に
在住していた世帯を調査対象とした全数調査である｡
調査では, 調査票の最終ページに ｢子育てや保育, 仕事と子育ての両立や家庭
内での家事や育児の分担など, ｢こうなったらよい｣ ｢こうして欲しい｣ というご
意見や提案がございましたら, ご自由にご記入ください｣ という記載欄を設けた｡








本調査は, 大都市圏内に位置し, いわゆる ｢待機児童問題｣ を抱える人口30～














また, 本調査では ｢最も子育てに関わっている保護者｣ に回答を求めている｡
回答者の分布を見ると, ｢母親｣ が1202人で全体 (回答した保護者の属性が明ら
かな1318人) の91.2％, 次に多いのは ｢父親と母親｣ で72人 (5.5％) であり,
｢父親｣ は17人 (1.3％) であった｡
４. 自由記述の概要
回答者のうち自由記述に書き込んでいたのは651人であり, 本稿で取り上げる







本稿で取り上げるのは, その中から, 1. 保育所の入所を巡る状況, 2. 夫婦の
家事・育児の状況の２つである｡






















































んだ場合, Ａ市では世帯年収の低い世帯が優先される｡ そのことに対して, ⑩高
収入世帯の不満もあった｡ 一方, ⑪保育所への感謝を記した人もいる｡ 以下では
①～⑪について, 順番に見ていく｡ またページ数の関係上, 項目ごとに 1～2 人
















悲しいです｡ 今, 上の子が３才で来年幼稚園, 下の子は１才の状況で, 幼稚園に
行くと送り迎えもあるので, なかなか仕事に就くという事とは遠ざかってしまう
のが, 自分のキャリアとして, 残念であると同時に, 将来の教育資金等について,
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障されているので, ０歳児保育は必要ないという考え方もある｡ しかし, 現状で
は新年度の４月に保育所の定員がほとんど埋まるため, ４月の新年度初めに入所
するという選択肢しかない｡ ４月時点で生後半年に満たない各年11月以降の出生
の子どもは, 保育所の選択肢が少なく, 保育所入所が不利になる｡ 実際に東京都













る｡ また, 申請時に無職で求職中の人や就職内定者も, すでに就職・就労してい
る人より不利である｡ 待機児童のいるＡ市では, 再就職したい人は入所が難しい
状況である｡ つまり, 順調にフルタイムの正規雇用者として働き, 育児休業を取
得できる人は有利だが, 一度そのルートから外れると子どもを保育所に入所させ
ることは一層困難になり, 働くこともさらに不利になる｡ そのため, 例えば転勤
族の夫をもつ妻は不利となり, そのような立場からの憤りの声もあった｡
自由記述の抜粋８：自営業・非正規雇用者・求職者はさらに入所が困難
●転勤 (夫) からＡ市に戻って妊娠がわかり, 半年間しか働けず, 育休もとれず,
転勤前も働いていたのにすごく不平等感を感じた｡ 別に仕事をやめたくないけど,
やめる以外の選択肢がなかった｡ (途中略) そして, 次に働くところを見つける
のが, 保育園が決まらないことには, なかなか決まらない状況で, 転勤族の妻は
働くなということなのか？そういう人こそ先に保育園に入れるような仕組みがほ
しい｡
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⑨ 家庭的・小規模など３歳までの保育所に入ったことへの不満
Ａ市では, 02 歳の待機児童対策のために 02 歳までの保育をする家庭的保育
や小規模保育室を一気に増やし, それと並行して通常の認可保育所の 02 歳の定
員も拡大した｡ そのため既存の認可保育所では, ３歳から新規入所できる枠が少
なくなっている｡ この自治体では幼稚園の認定こども園への移行があまり進まず,




し, それでも入所できない世帯が存在する｡ その際の問題は, すでに復職もして





















































が父親の子育てを阻んでいる, との記述も散見された｡ また, 子育てをしながら
働く制度が充実しても, その制度の利用は母親であることが多い｡ そのため④育
児を支える制度の充実が, ますます子育ては母親の仕事という認識を強めている,















別報告書』 を見ると, 夫が家事・育児分担をしている世帯ほど, 第２子の出生確


















































































ても, 2017年で5.16％, 2018年に6.16％であり, 取得率が８割を超える女性とは
投 稿 論 文
14























の自由記述を紹介した｡ 自由記述内容は多岐にわたっているが, (1) 保育所入所
をめぐる状況, (2) 夫婦の家事・育児分担を巡る課題の整理を試みた｡ 何人から
も同じような指摘や記述が繰り返し提起されている課題を抽出し, それぞれにつ
いての背景について考察した｡
まず, 保育所入所に関しては入所できたか, できなかったにかかわらず, 強い
ストレスと負荷が親にかかっていること｡ さらに育児休業取得や母親の就業継続
に深刻な影響をもたらしていること等が分かった｡ 子どもの出生月に関わらず親
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(６) なお厚生労働省 (2019) によると, 2017年と2018年の男性の育児休業取得率を産業
別でみると2017年に最も取得率が高かった ｢金融業・保険業｣ の15.76％が18.69％
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